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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は経済成長および経済発展と環境との相互依存関係について分析したものである。特に経済成長の持続可能
性と最適な環境政策を探るために、⑴貧困と環境悪化の間の関係、また所得分布の環境に対する影響、⑵自然災害の
リスクを考慮した場合の経済成長の持続可能性と最適環境政策、⑶消費の習慣形成を考慮した場合の経済と最適環境
政策、について分析が行われた。 
 第１章は本論文の目的を述べ、各章について概観した序論である。第２章は貧困・環境破壊の相互依存関係につい
て世代重複モデルを用い分析している。貧困家計は不十分な教育のため環境に負荷をかける生産技術に依存せざるを
えない。その結果、環境悪化を招き、環境悪化が貧困家計の労働生産性を低下させ、貧困を助長する。このフィード
バックループをモデル化し、生産性・環境水準ともに低い貧困・環境の罠が存在することを理論化した。さらに、あ
る程度の所得格差を与えることで、より豊かな個人が経済発展のエンジンとなり、経済は「貧困－環境の罠」から抜
け出る可能性を持つが、経済が発展し環境水準が高い時、所得格差の広がりは経済と環境水準を悪化させることが示
された。 
 第３章は自然災害による物的・人的資本への損害を内生成長モデルに導入した分析である。もし環境税率が一定な
らば持続可能な成長は達成できないが、もし環境税率が一定の成長率で上昇するならば、安定的で持続可能な成長経
路が存在することが示された。長期成長率は環境税の成長率に関して逆 V 字型をとり、社会的計画者が選ぶ最適汚染
ルールに従った最適環境税は成長率を最大化させる環境税上昇率よりも低くなる。これは、環境税率を急速に上げて
ゼロエミッションを目指すのではなく、現在ある程度の汚染と自然災害のリスクを負うが、人的資本蓄積を速めるこ
とで将来の経済成長を達成し、技術進歩により環境対応的な生産技術を用いることによって自然災害リスクも減らす
ことができるという政策的な含意を表すものである。 
 第４章は個人が消費習慣と環境汚染に対して不効用を感じる場合の最適税制政策について内生成長モデルを用い
て分析している。社会的計画者が選ぶ汚染削減活動量は個人の習慣形成の調整スピードと重要度に依存し、経済成長
へ影響する。習慣形成の存在は汚染の限界削減便益と限界費用に影響を与えるため、消費習慣形成が異なる経済では
それぞれの経済に応じた最適環境政策を実行しなければならないことが示された。 
 第５章は以上の分析をまとめ、さらに今後必要な分析について述べた結語である。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、環境破壊と経済成長・発展との相互関係を理論化し分析したものである。途上国においては適度な資産
分布拡大を許容することが低開発・環境悪化の罠からの脱出に有効であり、一方先進国においては環境税率を徐々に
上昇させることが持続的成長のために必要であることが理論的に示された。また、個人の消費習慣の形成が環境政策
の重要なファクターであることも示されている。これらの結果は政策的に重要であり、学問的にも有意義な貢献であ
る。以上から、博士（経済学）に十分値すると判断する。 
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